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1．はじめに

令和 2年 10 月，我が国は，2050 年までにカーボン
ニュートラルを目指すことを宣言し，令和 3年 4月に
は「2030 年度に，温室効果ガスを 2013 年度から 46％
削減することを目指すこと，さらに，50％の高みに向
け，挑戦を続けていく」ことを表明した。
こうした政府全体の動きを受けて，国土交通省で

は，鉄道分野においてもカーボンニュートラルに向け
た取組をこれまで以上に加速化させることが必要であ
るという認識の下，令和 4年 3月に有識者等から構成
される「鉄道分野におけるカーボンニュートラル加速
化検討会」を設置して議論を重ね，令和 5年 5月に「鉄
道分野のカーボンニュートラルが目指すべき姿」をと
りまとめた。
また，鉄道分野の脱炭素化に向けた取組の加速化・

検討の深化のため，「鉄道脱炭素施設等実装調査」の
補助制度を創設するとともに，官民の幅広い関係者が
参加する「鉄道脱炭素官民連携プラットフォーム」を
設立し，知見の共有と協力体制の構築を図っている。
本稿では，それらの鉄道分野のカーボンニュートラ

ルに向けた施策について紹介する。

2． 「鉄道分野におけるカーボンニュートラル
加速化検討会」の設置背景

鉄道はエネルギー効率が高く電化も進んだ交通機関
であり，これまで，運輸部門における CO2 排出量の
議論においては，常に優等生として説明されてきた。

一方で，カーボンニュートラルへの対応が人類共通の
課題となり，世界中でこれを成長分野へと育てる取組
が本格化している中で，他の交通機関のこの分野の取
組には目覚ましいものがある。
こうした状況を踏まえ，国土交通省では，令和 4年

3月に有識者，鉄道事業者，関係団体及び関係省庁が
参加する「鉄道分野におけるカーボンニュートラル加
速化検討会」（以下，「検討会」という。）を設置して，
鉄道分野におけるカーボンニュートラルに向けた取組
をこれまで以上に加速化させていくための施策につい
て検討を行うこととした。
検討会の構成及び開催経緯は図─1のとおりである。

3． 鉄道脱炭素の方向性についての中間とり
まとめ

検討会では，カーボンニュートラルに向けた取組を
鉄道産業にとっての成長の機会とする視点を重視しつ
つ，「先進的な鉄道事業者のさらなる取組」と「幅広
い鉄道事業者への横展開」を進めるための検討を重
ね，令和 4年 6月に鉄道脱炭素の方向性についての中
間とりまとめを行った。
この中間とりまとめにおいては，鉄道事業者のCO2

排出量の約 9割が電力由来であり，使用電力の約 4分
の 3 が火力由来であること（図─ 2），また，鉄道が
日本全体の電力の約 2％を消費している電力の大需要
家であることから，調達電力のあり方を「自分事」と
して考えることが必要であるとした。
その上で，列車運行や駅施設等に由来する鉄道事業
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図─ 1　鉄道分野におけるカーボンニュートラル加速化検討会の概要

図─ 2　鉄道事業者の CO2 排出量と調達電力の構成

者自らのCO2 排出量を削減する「鉄道の脱炭素」と，
線路や駅など豊富な鉄道アセットを活用した再生可能
エネルギーの発電，送電，蓄電等を通じて地域の脱炭
素に資する「鉄道による脱炭素」を両輪とする総合的
な鉄道脱炭素の取組を進める必要性を謳い（図─ 3），
それらの取組を構成する要素を，①使用エネルギーを
「減らす」，②再エネ等を「作る」，③再エネ等を「運ぶ」，
④再エネ等を「貯める」，⑤再エネ等を「使う」の 5
つに分類して，それぞれの頭文字（へらす＝H，つく

る＝T，ためる＝T，はこぶ＝H，つかう＝T）を取っ
て，「2H3T」（にエイチ・さんティ）というキーワー
ドで整理した（表─ 1）。
また，検討会で取り組むべき事項として，目指すべ
き姿や目標値の設定，国による調査の実施，鉄道事業
者に対する支援制度の検討に加え，セクターカップリ
ングやオープンイノベーションを促進するための官民
プラットフォームの創設が盛り込まれた。
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4． 鉄道分野のカーボンニュートラルが目指
すべき姿

検討会では，中間とりまとめ後も引き続き議論を重
ね，令和 5年 5月に最終とりまとめとして，「鉄道分野
のカーボンニュートラルが目指すべき姿」を公表した。
この最終とりまとめにおいては，我が国における鉄

道の特徴と環境面での貢献について確認した上で，鉄
道分野のカーボンニュートラルが目指すべき姿を
「2050 年において，運輸部門における環境のトップラ
ンナーであり続け，鉄道自体のカーボンニュートラル

を実現すること」及び「最も基幹的かつ身近な環境に
優しい交通・物流インフラ（グリーンレイル）として，
カーボンニュートラル社会を支えること」の 2点と
し，その実現に向けて取り組むべき施策を「3つの柱」
に整理した。
具体的には，①鉄道事業に係るCO2排出量の削減（鉄
道の脱炭素），②鉄道アセットの活用による CO2 排出
量の削減（鉄道による脱炭素），③鉄道の利用促進に
よる CO2 排出量の削減（鉄道が支える脱炭素）の 3
つである（図─ 4）。
また，目指すべき姿の実現に向けた中間的なマイル

図─ 3　鉄道脱炭素のイメージ

図─ 4　取り組むべき施策の方向性（３つの柱）

表─ 1　2H3T（にエイチ・さんティ）の取組
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ストーンとして，2030 年代において，鉄道分野の
CO2 排出量を 2013 年度比で実質 46％削減するという
数値目標を設定した。
以下，最終とりまとめに盛り込まれた鉄道の特徴

と，上記「3つの柱」の施策について詳述する。

5．我が国の鉄道の特徴と環境面での貢献

我が国の鉄道は，全国に張り巡らされたネットワー
クを有し，利便性，定時性，快適性に優れ，世界的に
もトップクラスの旅客輸送量を誇るとともに，輸送の
分担率も自家用車，航空，海運等を含む全体において
約 3割と，諸外国と比較すると非常に大きいという特
徴を有している。特に，人口が集中する都市部におい
ては，世界有数の整備水準にある都市鉄道が日々大量
の旅客を輸送し，大量輸送機関としての特性を存分に
発揮している。
貨物輸送においても，定時・定型・大量輸送という

特性と基幹的な鉄道ネットワークを活用し，800 km
以上の長距離帯では 3割以上の陸上輸送分担率となっ
ており，我が国の物流を支えている。
また，我が国の鉄道は，大量輸送というモード特性

を背景に，総じて他の輸送機関よりもエネルギー効率
が高く，単位輸送量当たりの CO2 排出量が著しく低
いという環境優位性を有している。具体的には，旅客
輸送では自家用乗用車が 128 g-CO2/人キロ，航空が
101 g-CO2/人キロ，バスが 71 g-CO2/人キロであるの
に対して，鉄道は 20 g-CO2/人キロ（自家用乗用車の
約 8 分の 1）であり，貨物輸送では営業用貨物車が
208 g-CO2/トンキロ，船舶が 43 g-CO2/トンキロである
のに対して，鉄道は 20 g-CO2/トンキロ（営業用貨物車
の約10分の1）と，極めて小さいことがわかる（図─5）。

このように，我が国の鉄道は，基幹的な公共交通機
関として人流・物流に果たす役割のみならず，環境と
いう観点からも我が国の経済社会全体に大きく貢献し
ている。
こうした特徴を有する我が国の鉄道が，自らの強み

を更に磨くべく，目指すべき姿を掲げてカーボン
ニュートラルに戦略的に取り組むことは，車両や機器
といった裾野産業をはじめとする関連産業への影響や
人々の意識の醸成なども含め，単純な量を超えたイン
パクトを社会に与え，世界に冠たる鉄道輸送・社会シ
ステムという日本の強みを伸ばすことにもつながると
考えられる。加えて，カーボンニュートラルに向けて
世界的に鉄道の役割を重視する潮流となっていること
も踏まえると，そうした日本の鉄道輸送・社会システ
ムが，世界のモデルとなる可能性もある。

6．取り組むべき施策の方向性（3つの柱）

（1） 鉄道事業に係る CO2排出量の削減（鉄道の脱
炭素）

第一に，鉄道分野におけるカーボンニュートラル実
現に向けて，鉄道事業そのものの CO2 排出量の削減
を進めていく必要がある。
鉄道分野全体の CO2 排出量の約 4 分の 3 は列車運

行に由来することを踏まえると，カーボンニュートラ
ルを目指すためには，これを削減することが最も効果
的であり，必要不可欠である。
その具体的な方策としては，電化区間における「電
車のエネルギー効率の向上」及び非電化区間における
「車両の実質電化，燃料の非化石化」が考えられる。
電化区間では，電車の動力制御方式を旧型のチョッ
パ制御，抵抗制御等から次世代型の半導体を用いた最

図─ 5　輸送量当たりの CO2 排出量
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新型のVVVFインバータ制御に置き換えることによ
り，消費電力量が大幅に改善し，電気の使用に伴う間
接的なCO2 排出量を削減することができる。
また，VVVF インバータで制御する交流モーター

は，車両の減速時にそれを発電機として機能させるこ
とによって回生電力を生み出すことができるため，発
生した回生電力を鉄道の架線を通じて周辺の列車に融
通することで，鉄道システム全体として列車運行のエ
ネルギー効率をさらに高めることができる。
一方で，融通可能な範囲に他の列車がいない場合

や，列車間で加減速のタイミングが合わない場合は，
回生電力を有効に活用することができないため，上下
線一括き電の採用により融通できる範囲を増やす，回
生電力貯蔵装置の導入により発生した回生電力を一時
的に貯めるなど，線区の状況に応じて，回線電力を余
すことなく活用するための方策を講じる必要がある。
非電化区間においては，蓄電池駆動車両，ディーゼ

ルハイブリッド車両等の駆動に電気を用いる新型車両
の導入による CO2 の直接排出の削減に加え，今後の
技術開発の動向を踏まえ，バイオディーゼル燃料の活
用，水素燃料電池車両の導入等による非化石転換を進
めていくことが必要である。
また，列車運行に由来するもののほかに，駅等の鉄

道関連施設からも，熱源・空調機器，照明等の使用に
より，鉄道分野全体の 4分の 1 程度を占める CO2 が
排出されており，熱源・空調機器の効率化，照明の
LED化のような省エネルギーの取組を徹底すること
に加え，鉄道アセットを活用した再生可能エネルギー
の導入（下記（2）参照）や，回生電力の駅施設での
有効活用等に取り組んでいく必要がある。

（2） 鉄道アセットの活用による CO2排出量の削減
（鉄道による脱炭素）

第二に，鉄道事業者は，地域の社会経済活動におけ
る重要な役割を担う駅，広域的なネットワークを形成
する線路，鉄道用の変電所，車庫・車両基地などの施
設・設備を有しており，アセットの面においても大き
な特徴を備えている。
このような鉄道アセットの特性を生かして，沿線地

域等における様々な主体とも連携しながら，我が国が
進める再生可能エネルギーの普及拡大や水素社会の実
現に貢献していくことが期待される。
具体的には，豊富な鉄道アセットを活用して，都市

部においては主に建物の屋上に，地方部においては敷
地，遊休地等にも太陽光発電等の設備を設置して，追
加性のある再生可能エネルギーの自家発電を行い，自

らの脱炭素化を進めるとともに，発電した電気を周辺
の他の施設等にも供給したり，逆に地域で作られた電
気を鉄道で使用したりすることで，エネルギーの地産
地消を通じた地域の脱炭素化に貢献することができる。
今後，国産の再生可能エネルギー技術として期待さ

れているペロブスカイト太陽電池が実用化されれば，
軽量で柔軟な素材の特性を生かし，耐荷重の低いホー
ム上屋，高架橋の側面等，既存の太陽光発電設備の設
置が困難な箇所への設置拡大も見込まれる。
また，出力変動を伴う再生可能エネルギーの導入拡

大に当たっては，電力需要の最適化と再生可能エネル
ギーの有効活用の観点から，蓄電池の導入による調整
力の確保が必須となる。この点，鉄道事業者において
は，変電所や高架下等のスペースを有効に活用するこ
とにより，大規模蓄電池を導入することが可能と考え
られる。これにより，鉄道アセットを活用して発電し
た再生可能エネルギーを有効に活用することができる
ほか，非常時における駅施設等への電力供給等を通じ
て，地域におけるレジリエンスの強化にも貢献できる
可能性がある。
さらに，2050 年カーボンニュートラル社会の実現

に向けては，再生可能エネルギーや水素などクリーン
なエネルギーの全国各地への安定的な供給が必要とな
る。このため，我が国のエネルギー政策の方針も踏ま
えつつ，鉄道アセットを活用した再生可能エネルギー
の送電や鉄道による水素輸送，鉄道駅の水素供給拠点
化等についても検討していくことが必要である。 
具体的には，鉄道の架線や線路敷等を活用したマイ

クログリッド構築や広域的な電力系統整備への貢献，
鉄道による水素輸送や線路敷への水素パイプラインの
設置，鉄道駅の拠点性を生かしてバス，トラック等他
の交通インフラにも水素を供給する総合水素ステー
ションの整備等が想定される。
こうした「鉄道による脱炭素」の取組を進めること

で，カーボンニュートラル社会を支えるインフラとし
ての存在感を高め，鉄道事業の成長・発展につなげて
いくことが期待される。

（3） 鉄道の利用促進による CO2排出量の削減（鉄
道が支える脱炭素）

第三に，我が国の鉄道は，前述のとおり他の交通機
関と比較してエネルギー効率が高く，単位輸送量当た
りの CO2 排出量が著しく低いという環境優位性を有
しており，その環境優位性をさらに高めるための取組
を進めている。このため，旅客，貨物ともに，自動車
輸送に代えて鉄道の利用を増やしていくことが，運輸
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部門や我が国全体の CO2 排出削減の観点から重要で
ある。
近年，コーポレートガバナンスにおける CSR の重

要性の高まりや市場における ESG 投資の拡大等によ
り，事業活動に当たっては地球環境問題への配慮がま
すます求められるようになってきている。特に，近年
においてはサプライチェーン全体における CO2 排出
量への関心が高まっており，事業者自らによる温室効
果ガスの直接排出（Scope1）や他社から供給された
電気，熱等の利用に伴う間接排出（Scope2）以外の
間接排出（Scope3）をいかに減らしていくかが大き
な課題として認識されている。また，一般消費者にお
いても脱炭素化を含めた環境意識が徐々に高まってき
ているほか，我が国のカーボンニュートラル社会の実
現のためには，「食事」，「移動」，「住居」を中心とし
たライフスタイルの変革の必要性が指摘されている。
こうした社会的な状況を踏まえると，鉄道利用の増
大のためには，鉄道輸送の快適性や利便性を一層高め
ることに加え，移動・輸送手段の選択によるCO2 排出
削減効果を「見える化」し，地球環境の観点から自発
的に鉄道を利用するよう，企業や荷主，一般消費者等
の行動変容を促していくことが効果的と考えられる。
このように，鉄道分野のみならず社会全体の脱炭素

化を進める観点から，環境優位性のある鉄道の利用を
促進するための効果的な方策についても検討を進めて
いく必要がある。

7．鉄道脱炭素施設等実装調査

国土交通省では，鉄道分野におけるカーボンニュー
トラル実現に向けた取組を推進するため，令和 4年度
に「鉄道脱炭素施設等実装調査」に対する補助制度を
創設した（図─ 6）。
この補助制度は，鉄軌道事業者等が行う鉄軌道事業
の脱炭素化及び鉄軌道事業者が所有する資産を活用し
た脱炭素化に資する施設等の整備等に関する調査・検
討について，実施費用の 2分の 1を補助するものであ
り，制度創設以降，令和 6年度当初予算までに，延べ
11 件の事業を採択している。
具体的には，回生電力の活用における効果最大化の
検証，鉄道アセットを活用した再生可能エネルギー送
電の検討，鉄道施設へのペロブスカイト太陽電池の適
用の検討，鉄道における水素の輸送・供給に関する調
査などであり，先進性があり社会的意義の大きな事業
を優先して支援を行っている。

図─ 6　鉄道脱炭素施設等実装調査

図─ 7　鉄道脱炭素官民連携プラットフォーム
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8．鉄道脱炭素官民連携プラットフォーム

国土交通省では，鉄道分野・鉄道関連分野の脱炭素
化に向けた取組の加速化・検討の深化のため，令和 4
年9月に「鉄道脱炭素官民連携プラットフォーム」（以下，
「官民プラットフォーム」という。）を設立した（図─ 7）。
官民プラットフォームは，鉄道事業者と省エネル

ギー・再生可能エネルギー関係の技術や知見等を有す
る民間企業等が，それぞれの情報を共有して協力体制
を構築し，セクターカップリングやオープンイノベー
ションを促進することで，鉄道分野・鉄道関連分野の
脱炭素化の実現を後押しすることを目的としている。
官民プラットフォームを設立するにあたり，鉄道分

野の脱炭素化の推進に関心を持ち，脱炭素の取組に意
欲がある民間企業・団体や地方公共団体を対象に会員
の募集を行ったところ，業界・業種を問わず全国から
幅広い応募があり，令和 5年 10 月末時点で 132 者が
参加している。
官民プラットフォームの活動としては，会員間の情

報共有や先駆的事例の横展開を目的としたオンライン
セミナーの開催のほか，特定の会員間で共通するテー
マについてワーキンググループを設置して，会員間で
課題解決に向けたアイデアを出し合うなど，そのテー

マについての深堀りした議論を行っている。令和 5年
度においては，検討会で「鉄道分野のカーボンニュー
トラルが目指すべき姿」がとりまとめられたことを受
けて，鉄道アセットの活用を含む再生可能エネルギー
の導入促進をテーマとした「再エネ導入・活用促進
WG」と，鉄道の環境性能の定量化・可視化による鉄
道利用促進をテーマとした「利用促進・見える化
WG」の 2つのワーキンググループを設置して，活動
を行った。

9．おわりに

国土交通省では，「鉄道分野のカーボンニュートラ
ルが目指すべき姿」で提言された 3つの柱に沿って，
鉄道脱炭素施設等実装調査や官民プラットフォームも
活用しながら，鉄道分野におけるカーボンニュートラ
ル実現に向けた施策を進めていく。
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